
１．はじめに

２１世紀に入りすでに２０年が経過した。世紀が改まり，多くの領域で前世紀の常識が大きく変わっ

た。１００年前も同様にパラダイムシフトの時代であった。１９世紀後半から２０世紀にかけて，さらに

２０世紀を通した時代も，それ以前の世界とはまったく異なるものになった。和暦でいえば，明治か

ら大正，昭和の時代である。

２０世紀初頭に米国で始まった大企業による大量生産，大量消費の時代は，生活必需品のみならず，

多くの消費財が一定の品質で安価に供給され，人々の生活を豊かなものにした。第二次大戦後は，

財の供給が需要を上回るようになり，経営戦略とマーケティングの必要性が高まり，何らかの形で

の製品の差別化が競争上欠かせない時代となった。前世紀末から今日に至る時代は，デジタル化の

進展によってハイテク製品も安価に生産できるようになり，もはや製品の差別化だけでは競争優位

の持続が困難になった。事業自体を差別化しなければならなくなったのである。そして，事業の差

別化においては財やサービスの供給者と需要者だけの関係に留まらず，社会全体に変革をもたらす

ような，社会性を持った事業が求められるようになった。

いったいこのような時代にあって，新たな事業を構想し，それを実現するというのはどういうこ

となのか，何が必要なのか，というのが筆者の問題意識である。従来の事業の延長線上や同一枠内

での事業創造はどのようにすれば可能か，あるいはそれまで誰も考えたことのない事業創造１はい

かにすれば実現できるのか。そうした問いについて検討することが，現在，とりわけ日本には求め

られているように思われる。おそらく，そのためには単に経営者としての知識と経験に期待するだ

けでは不十分で，企業家２としての全人的な思想，信条，社会的能力からあふれ出る大きな事業構

想が出発点になるであろう。企業組織にあっても，事業戦略レベルでは不十分で，自社のあり方，
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価値観，経営理念を踏まえた，大きな事業構想が求められるのではないだろうか。

本稿の目的の１つは，上記を踏まえ，事業構想と事業の実現に向けた企業家行動とはどのような

ものかということを再考することにある。そのため，次節では，まずは，事業機会の発見または創

造による事業創造について考える。次いで経営戦略とは何か，企業家行動とはどのようなものかを

再検討する。そして，これまでの１５０年間を振り返り，それぞれの時代の特徴を整理し，それらが

新たな事業の実現におよぼすであろう要因は何かを考える。

２つ目の目的は，戦前期日本の代表的な企業家の事業構想と事業化をレビューし，上記観点より

再評価することにある。取り上げるのは，軽工業を主体とする前期産業資本主義時代の大阪紡績の

山辺丈夫と大日本紡績の菊池恭三，重化学工業を主体とする戦前期後期産業主義時代の日本窒素肥

料の野口遵と日本産業の鮎川義介である。併せ，この時期のユニークな企業家として阪急電鉄の小

林一三を取り上げる。戦後から今日に至る時代の企業家と事業創造については稿を改めて検討する

が，その前提としてこれら戦前期の企業家による事業創造を検討することは有意義と思われる。

２．事業機会と企業家行動

（１） 事業機会の発見と創造

まずは，事業機会について，P．ドラッカーの企業に関する有名な言説３を起点に考えてみよう。

ドラッカーによれば，顧客が購入するのは財そのものではなく，それによって得られる有益性であ

り，購買はその有益性に価値が認められた時の行動であるという。企業の目的を顧客の創造とし，

そのための基本的な機能であるマーケティングとイノベーションの２つの機能ゆえに，企業は存在

するとされる。マーティングの目的は，顧客についての理解を深め，提供する製品あるいはサービ

スを彼らの期待に合致させるためである。イノベーションは，より優れた財やサービスを提供した

り，低コストで供給したりするためである。この論理の根底にあるのは，資本主義経済における事

業は，より良い社会の実現に寄与しなければならないとする信念である。ドラッカーの言葉を手掛

かりに企業家行動について考えてみよう。企業の目的が財やサービスに有益性を見出す顧客を創造

することだとすると，有益性の実現につながる事業機会とは何かが問題となる。そして，企業はど

のようにすればその事業機会にアクセスできるのかを検討しなければならない。

事業機会については，バーニーらの議論が参考になる４。事業機会を２つ分けて，それぞれの特

徴を挙げ，企業家行動との連関に論及している。１つは企業家が事業機会を発見することによって

新たな事業が誕生する場合である。もう１つは企業家によって事業機会自体が創造されるケースで

ある。表１を参照されたい。両者は対照的である。

事業機会の「発見理論」も「創造理論」も，事業機会を市場の不完全性に求める点では変わらな

い。しかし，その事業機会は，発見理論によれば，企業家の意図と独立して客観的に存在している

のに対して，創造理論では企業家の主観と意図によって形作られる。事業機会の源泉となる競争上

の不完全性は，発見理論では既存市場・産業に対する外的ショックによって形成されることが多い。

インターネットの出現と普及によって生まれた事業がどれほど多いことか。GAFA５といわれるプ

ラットフォーマーはその典型である。他方，創造理論では事業機会の活用を目指す企業家が，自ら

の思想とロジックによって事業を構想し，実現に向けた行動を起こすのである。こちらは，新たに

生まれる事業が既存市場・産業に対する外的ショック要因となる。例えば，古くは T型フォード
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による（富裕層向けでない）一般向け乗用車やシアーズローバックのカタログ販売などである。日

本ではウォークマン，宅配便サービス，コンビニエンスストアなどをあげることができる６。

そして，事業化に向けた意思決定に際して，発見理論ではリスク要因，創造理論では不確実性要

因が考慮されなければならない。リスクは意思決定の帰結とその実現可能性が確率として事前に計

算できる７。他方，不確実性とは因果関係を特定できず，あり得る結果について予測することは困

難であり，したがって実現可能性を数値化（確率）することはできない。そして，発見理論では，

物理的，社会的に客観的に存在するさまざまな情報が意思決定に寄与する。例えば，技術，ルーティ

ン，業務手続，プロセス，データである。他方，創造理論では，企業家が事業機会を一から創りあ

げるのであるから，意思決定を促進する客観的な情報は存在せず，事業創造の機会が新たなコンテ

クストと結びつき，コンテクスト特殊的情報を形成する。そのため，意思決定は漸進的，帰納的，

直観的なものとなる。このように，発見理論と創造理論による事業機会は好対照なのである８。

次に，事業機会の発見と事業機会の創造という，対照的なコンテクストによる企業家行動の特徴

について整理してみよう。表２を参照されたい。まずは，企業家の本質である。「発見コンテクス

ト」での企業家に求められる資質は，市場参加者に対して発せられる事業機会に関する注意信号

（alertness）を事前に正確に感知できるかどうかである。他方，「創造コンテクスト」ではそもそも

注意信号は存在せず，したがって事業機会をいかにして事業化に導くかという企業家能力が問われ

ることになる。そのため，前者のリーダーシップは専門知識と経験に裏打ちされたものとなり，後

者は明確に根拠を示すことが難しいなかでも，人々を惹きつけるカリスマ性や全人的な魅力に求め

られる。意思決定については，すでに述べた通り，発見コンテクストはリスク要因の精緻化と機会

コストを十分考慮した意思決定が求められる。創造コンテクストでは反復的，帰納的，漸進的意思

決定によらざるを得ない。そのため，先入観を否定することなく，トライアンドエラーを許容し，

起こり得る損失を許容範囲に抑えるマネジメントが必要となる。戦略についても，前者は，事前に

ほぼすべての領域を網羅するワンセットの戦略を立案できるのであるから，戦略変更を事前に想定

することはない。他方，後者は事業自体が創発的であり，戦略自体も必要に応じてしばしば変更す

ることは事前に織り込み済みとなっている。

表１．事業機会の発見理論と創造理論

事業機会の発見理論 事業機会の創造理論

事業機会の発生環境 製品・要素市場の競争上の不完全性

競争的不完全性の源泉

事業機会の本質

意思決定要因

既存市場・産業に対する外的ショックに
よって形成される客観的な事業機会

企業家の意図と独立して存在

リスク要因：あり得る結果とその実現可
能性（確率）が事前にわかる

事業機会の活用を目指す企業家によって
内発的に形成され，規定される事業機会

企業家の意図と独立しては存在し得ない

不確実要因：あり得る結果も実現可能性
（確率）も不明

意思決定のための情報
と知識

さまざまな情報は有用であり，物理的，
社会的に客観的に存在する。例えば，技
術，ルーティン，業務手続，プロセス，デ
ータであり，これらがリスク（事業の実
現確率）を前提に意思決定を可能にする

そもそも，意思決定を促進する知識は存
在しない。事業創造の機会が新たなコン
テクストに結びつき，コンテクスト特殊
的情報を形成する。そのため，意思決定
は漸進的，帰納的，直観的となる

出所：Alvarez and Barney（２００７）と Alvarez, Barney andAnderson（２０１３）を参考に筆者作成。
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次に，両者を具体的な職能レベルで比較し，そのうえで，持続的競争優位の源泉をどのように理

解すればよいか，考えてみよう。まずは人的資源管理，とりわけどのような人材を採用するかであ

る。事業機会の発見コンテクストでは，戦略が明確なのであるから，採用すべき人材スペックも明

らかで，そうした特定の人的資源を広範に求めることとなる。他方，事業機会の創造コンテクスト

では，戦略自体が創発的なのであるから，事前に人材スペックを特定することは難しく，むしろ全

般的な能力を有し，かつ柔軟性の高い人材を採用すべきとなる。多様性よりも信頼性の高い既存の

社会ネットワーク内に限定し，能力の高い人材を採用することによって，不確実性を抑えることが

できる。

ファイナンスについても，前者はリスク管理が可能であるから銀行やベンチャーキャピタルなど，

伝統的な資金調達が可能となる。他方，後者はリスク管理が困難な不確実性のもとの事業であるか

ら，資金調達は友人や家族などの近しい人々，あるいは将来の可能性にかけるいわゆる「浪費家」

やエンジェルと呼ばれる外部の大株主となる。

マーケティングにおいては，発見コンテクストでは新たな機会が訪れれば，マーケティングミク

スの適応も必要である。創造コンテクストでは，新たな機会が訪れた場合，適応では不十分で，マ

ーケティングミクスを根本から作り変えなければならない。このように，マーケティングにおける

新たな機会は，前者には適応的変更を，後者には一からの再編を要求する可能性が高い。

そして，競争優位を持続させる要因としては，発見コンテクストではスピードと機密性保持によっ

て，市場参入障壁を築くことができるかも知れない。他方，創造コンテクストにおいては，経路依

存的な暗黙知学習ゆえに，事業の制度化が進むまでは，他社による模倣はそもそも困難と考えられ

表２．企業家行動：事業発見と事業創造のコンテクストの対比

事業機会の発見コンテクスト 事業機会の創造コンテクスト

企業家の本質
客観的な事業機会を知らしめる注意信号を
事前に感知できること

事前でなく，事業機会を事業化する過程

リーダーシップ

意思決定

戦略

専門知識と経験

リスク算出のためのデータ収集，リスクに
基づく意思決定，機会コストが重要

ほぼすべての領域を網羅するワンセットの
戦略，事前に変更を想定しない

カリスマ性，全人的魅力

反復，帰納，漸進的意思決定：先入観の活
用とトライアンドエラーを許容，起こり得
る損失を許容範囲に抑える

創発的であり，戦略を必要に応じて変更す
ることは織り込み済み

人的資源管理

ファイナンス

マーケティング

持続的競争優位

特定の人的資本を広範囲に採用

銀行やベンチャーキャピタルなどの外部資
本からの調達

新たな機会が到来すれば，マーケティング
ミクスは適応的に変化させる

スピード，機密性保持によって，市場参入
障壁を築くことで競争優位を持続する

既存の社会ネットワーク内で全般的能力が
あり柔軟性の高い人材を採用

支配株購入の外部の大株主，友人，家族，
「浪費家」

新たな機会が到来すれば，マーケティング
ミクスは根本的に変化させる

経路依存的な暗黙知的学習によって模倣は
困難で，競争優位の持続は比較的容易であ
る

出所：Alvarez and Barney（２００７）と Alvarez, Barney and Anderson（２０１３）を参考に筆者作成。
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る。さらにいえば，当事者でさえも，起業の経緯と事業化過程を振り返り，形式知によって当該事

業を再現することはそれほど容易ではないのである。

これまで見てきたように，事業化には事業機会の発見と創造による，２つの好対照のパタンが存

在することがわかった。両者の特徴は企業家行動においても対照的なモデルとなる。次項では，経

営戦略について再考し，企業家行動と事業構想に関連付けて検討しよう。

（２） 経営戦略再考

戦略という語と概念は一般用語としても定着し，広く使われるようになった。ストラテジーに戦

略という訳語が充てられ，企業経営の分野で戦略という語が多用されるようになり，戦略的と思わ

れない領域にまで「戦略」があふれているように思われる。日本で「戦略」という表現が一般に用

いられるようになったのは，１９８０年代にM．ポーターの競争戦略論９が紹介され，大前研一の『ス

トラテジックマインド１０』が出版されてからであろうか。元来，政治や戦争用語であった戦略が，

経営学の一分野（経営戦略論）として，あるいは企業経営におけるキイワードとして脚光を浴びる

ようになった。

一般的な用語になる以前は，戦略は専ら戦争に係る概念であった。マキアヴェッリにおける「戦

略」は，“art of war”であったし，クラウゼヴィッツは「戦略の旨とするところは，戦争の目的を

達成するために戦闘を使用することにある」と述べた１１。日本でもストラテジーは戦争術，兵術，

兵学といった名称で表現されてきた。こうした“military strategy”と区別するために，“strategy”

に，例えば方略を充てる考えもあったという。しかし，経営（学）によって一般用語として普及し

たのは，戦略であった。

この「戦」の文字によって，“attack”（攻撃）すべきライバルと“attract”す（取り込む）べき

顧客がしばしば混同されるようになったのではないかと思われる。実務家の世界では，新たな市場

の開拓と新規受注について「顧客の攻略」と表現されることがある。しかし，顧客は攻撃すべき対

象ではなく，歓心を得るべき相手なのである。大手コンビニ経営者へのインタビュー記事のなかに，

ライバルとされる他のコンビニチェインの動きにはほとんど注意を払わず，自分たちが見ているの

は顧客の動向だけである，といった箇所があり印象に残っている。ビジネスの世界で主に相対する

のは顧客と競合他社であろうが，戦略という用語法によって両者を無意識のうちに混同することに

よる誤りがしばしば見受けられるように思われる。戦略の対象がコンペティター（競合）なのか，

それとも顧客なのか，あるいは顧客サービスのために自社はどうあるべきかといった対内（自組織）

的なものなのかということを明らかにしたうえで，議論を深めたいものである。

もっとも，当然ではあるが，経営戦略論の研究者は戦略を明確に定義している。一例であるが，

経営学における戦略は「顧客満足に関わり…顧客満足をめぐる事業体間の競争１２」と位置付けられ

ている。そして，「戦略という用語は…生存を目指す特定の行為主体が，知覚した脅威や機会を背

景に…好ましい将来の見通し，ビジョン，目的の体系を前景にして，周囲の多様な行為主体との関

係性を含む現状を主体的に変革しようとする実践に関わる概念１３」と定義している。このように，

戦略を企業経営に正しく取り入れることができれば，先述のような混乱は回避できる。

上記議論を踏まえた筆者のやや広義の戦略の定義は次のとおりである。すなわち，組織目的，目

標を明確化し，その達成を図るために，全体を見渡した長期的道筋を選択し，実行することである。

この定義は企業経営を想定しているが，安全保障面の大戦略とも共通する。いずれの場合も，組織
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の存在意義と使命を前提として，組織の目的と将来目標を明確にし，その達成を図ること，そのゴ

ールに近づくために長期的かつ全体を見渡した道筋を選択し，実行する点に変わりはない。顧客に

満足を提供する組織であり続けるためには組織能力を継続的に高める必要がある。そのため，戦略

思考が向かう先は，自らがどうなりたいのかという，自社組織に向けられることになる。

経営戦略論の教科書では，戦略には階層性があり，全社戦略，事業戦略，機能別戦略に分けて解

説されるのが一般的である１４。全社戦略は自社のいくつかの事業のなかから，事業ごとに優先順位

付けを行い，それぞれの事業をどのように配置するか，そして優先順位に従ってどのように経営資

源を配分するのかに関することである。このように考えると複数事業を抱える会社同士の競争とい

うのはあまり意味をなさない。例えば，総合商社同士の競争といっても，実際の競争は事業レベル

であり，全社レベルではその集積としての数値の比較に留まる。なお，さきにも述べたように，こ

うした全社戦略は自社組織のあり様によって規定されるため，筆者の理解は図１となる。すなわち，

戦略を規定する大戦略ともいい換えることのできる組織のあり様は，コンペティターとの関係では

なく，自社自身の問題であり，顧客との関係における自社のあり方である。このように自社の存在

意義と使命こそが最高の戦略であるし，そうした組織のあり様は，全社戦略の規定要因ではあるが，

コンペティターとの関係あるいは間合いとは独立した戦略領域なのである。

事業戦略は競争環境のなかで，個別事業が競争を優位に進めるためのマスタープランであり，競

争戦略と同義語である。そのため，単一事業に従事する会社の全社戦略は事業戦略とほぼ重なるこ

とになる。事業戦略はコンペティターとの関係において，競争優位を構築し，競争を優位に進める

ための長期計画である。競争戦略論はこれまで４種類の競争優位の源泉あるいはタイプについて議

論してきた。１つはコンペティターとの関係において優位な立場に立つこと，もう１つは自社が高

い能力を構築することで競争を勝ちぬくという，２つの競争優位の源泉を軸にしたものである（図

１の列）。他方，ある時点における競争優位に注目するか（静態的），それとも時間の流れのなかで

自社に優位な位置取りを得る，あるいは能力蓄積を通じて高い能力を獲得するプロセスを重視する

図１．経営戦略の階層と対象

経営戦略の階層 対コンペティター 対顧客・対内（自組織）

大戦略 組織のあり様 n.a. 存在意義・使命
組織目的・目標の明確化

�

一般戦略 事業（競争）戦略 有効な事業環境

静態的競争優位の源泉

動態的競争優位の源泉

独占市場

ポジショニングアプローチ

ゲーム理論
�����

製品差別化市場

資源ベース理論

動態的能力（DC）論

�

下位戦略
（戦術）

機能別戦略 n.a.
財務，人的資源（含労務），
調達，研究開発，物流，生産，
マーケティング

出所：筆者作成。

上位戦略 全社戦略 n.a.

���
��

事業選択・全事業配置・経営
資源の配分

�
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か（動態的）という時間軸がある（図１の行）。これらが図１の事業戦略の４分類である。全社戦

略と機能別戦略が事業戦略を形成したり，規定したりして，影響をおよぼす主な要因となるのは当

然のことである１５。

機能別戦略は財務，人的資源（労務を含む），調達，研究開発，物流，生産，マーケティングの

ような職能別の長期施策である。これらが事業戦略を規定し，支えることはいうまでもない。機能

別戦略は，コンペティターとの競争関係や競争の進め方に影響される面は確かにある。しかしなが

ら，これらはあくまでコンペティターの戦略とは独立して存在しており，戦略の向かう先は自社の

組織能力である。ポジションニングアプローチとゲーム理論によって，市場独占を目指す事業戦略

はコンペティターとの関係が問題になるし，自社に有利な環境をいかに設計するかが問われる。し

かし，一般に戦略と考えられるその他の要素，すなわち，組織のあり様，全社戦略，資源ベース理

論，動態的能力理論，それに機能別戦略は対顧客を前提とする，対内的な中長期計画と考えること

ができるのである。

事業戦略に関する議論は，それが競争戦略と同義語であることからも分かるように，コンペティ

ターが存在する既存の市場において，いかに競争優位を構築するかに関わることである。他方，本

稿の検討対象は，新たに事業を起こす際に企業家がどのように事業を構想するかという点である。

前項では，それを事業機会の発見と創造という対照的なケースに分けて整理した。新たな市場や技

術の誕生などによる事業機会を一早く見出し，事業化する場合は，これまで議論してきた事業戦略

の枠組みを一部適用することができるかもしれない。それは，他社に先駆けて事業化することで，

何らかのかたちで独占市場を形成したり，追随する他社との関係を優位に導いたりすることで競争

優位を獲得できそうだからである。他方，事業機会を一早く捉え，自社の組織能力を整え継続的に

他社の先を行くための動態的な組織能力こそが，競争優位の源泉であるとの見方も可能であろう。

企業家行動に関する次項の議論を先取りするならば，市場均衡点から遠く離れた地点で新たな事業

を起こしたとしても，競争環境の変化および自社事業の遂行過程における事業の制度化は避けられ

ない。そうしたなか，独占的地位をできるだけ長く維持しようとすれば，自社事業の位置づけの明

確化と組織能力が問われることになる。このように考えると，新たな事業機会の発見による起業は，

既存の競争戦略論を一部適用できるとしても，経営活動は自社のあり方に関わる経営戦略全般を基

礎として展開されなければならないことになる。

機会創造型の事業は，コンペティターが存在しないのであるから，ポジションニングアプローチ

やゲーム理論による競争戦略の対象外である。資源ベース理論や動態的能力論が注目する組織能力

とは親和性があるが，既存の事業戦略論をそのまま適用することは難しい。なぜならば，経営戦略

は将来の目標を明確にし，それを実現するための中長期的な道筋の選択と実行であるが，事業機会

の創造理論は，事業機会が客観的に存在しないなかで，企業家の主観によって事業は構想され設計

される。事前の計画はアウトラインに過ぎず，事業の遂行過程で計画が随時見直され，度重なる変

更も織り込み済みなのである。一般の経営戦略においても創発性が否定されるわけではない。しか

しながら，戦略遂行過程の創発性と事前の戦略計画の不在は同じではない。機会創造型事業は従来

の経営戦略論の枠には収まりきれない。機会創造型事業は，とりわけ自社の存在意義・使命，組織

目的を明確にして，それに沿って事業を展開するという大戦略に基づく事業構想でなければ，実現

は難しいであろう。事業戦略レベルだけの議論ではまったく不十分なのである。たとえ，企業家に

は成功への道筋とシナリオが見えているとしても，大戦略を明確にして，成員の理解を得たうえで，
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組織として当該事業を受容できるものでなければならない。

（３） 企業家行動再考

経営戦略の策定および実行の主体は経営者である。機能別戦略のレベルでいえば中間管理職とな

るが，中長期の全社戦略および事業戦略については，経営者をおいてほかにその責任を担うものは

いない。ここでは，企業家とは何か，企業家行動の本質は何かについて，経済学におけるこれまで

の議論を参考にして，事業機会の発見と創造に関連付けて考察しよう。

企業家論といえば J．A．シュンペーターといわれる。しかし，シュンペーターの議論に違和感を

覚え，A．マーシャルの描く企業家像にさかのぼり，批判的に検討したが池本正純であった１６。池本

の議論を手掛かりに，市場経済下の企業とは何か，企業家行動とは何かについて考えてみよう。

シュンペーターはイノベーション（革新）をインベンション（発見）と区別し，イノベーション

は真空状態から生まれるのではなく，既存の要素の新結合によって実現するとした１７。そして，イ

ノベーションの主体こそが企業家であり，生産関数の改変１８を伴う創造的破壊が資本主義のダイナ

ミズムであり，本質であると主張した。企業家機能によるイノベーションが市場均衡を破壊し，そ

れが資本主義の発展に寄与すると考え，企業家をして市場メカニズムを超越する存在と捉えた。

一方，池本はシュンペーターの企業家論に対していくつかの疑問を投げかける。最大の疑義は，

シュンペーターが市場均衡の成立を必然的，自動的な過程として捉えた点に向けられる。創造的破

壊を商品，生産関数，資源賦存量の与件の書き換えとし，イノベーションを一般均衡からの離脱と

捉える一方で，資本主義が発展すればするほど，企業家機能は無用化するとの主張は，論理的な飛

躍であり，倒錯した議論であると批判する。情報の不完全性と不確実性を前提とすれば，隠れた不

均衡の発見と解消という企業家行動によってようやくもたらさせるのが市場均衡であり，むしろ均

衡自体が不安定な状態であるというのが，池本の主張である。そのほかにも，イノベーションの領

域を商品開発と生産関数の改変に限定し，商業，金融，経営の３つの分野には企業家的要素がない

とするシュンペーターの主張にも異議を申し立てている。

シュンペーターの企業家論は，H．ライベンシュタイン１９，I．M．カーズナー２０，E．T．ペンローズ２１，

F．H．ナイト２２らに批判されることになる。ライベンシュタインは市場メカニズムの機能不全（X非

効率という）を補うのが企業家の役割であるとし，市場不均衡こそが常態であると考えた。図２を

参照されたい。�市場の不均衡を発見し，均衡状態を実現するための�ビジネスプランの発案の重
要性とその主体としての企業家機能はカーズナーの議論であった。企業を経営資源の束と捉え，�
人事能力とリーダーシップによって�組織管理を行う企業家機能を訴えたのがペンローズであった。
ナイトは�人的・物的コミットメントによって，�危険負担するのが企業家機能であるとした。そ
して，�と�の交わる部分が�企業家の組織設計機能となり，�と�の共通機能が	事業促進機能
となる。また�と�の交差部分が
ガバナンス機能となるというのが池本の整理である。そして，
これらすべての中核的な機能を担うのが企業家であり，それが�企業家行動であるという。
そして，シュンペーターの企業家論に対するカーズナーらの批判的な論点は，マーシャルによっ

て既に論及されていたというのが池本の指摘である。マーシャルは企業家を市場機能実現の中核的

存在と捉え，原材料の生産から最終製品が機能するまでのバリューチェインの最適化を実現する取

引仲介者と捉えた（商業における企業家行動）。次に，資本供給を含む不確実性への対処という危

険負担者としての企業家の姿を明示した（金融における企業家行動）。さらに，企業組織によって
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企業家機能が発揮されるとし，企業家論を個人に留めるのではなく，組織を分析の中心に据えた（経

営における企業家行動）。すなわち，企業家の本質は事業に伴うリスクを自ら負担することで，意

思決定権限を確保し，不確実な環境下，イニシアティブを発揮するところにある。また，企業家の

リーダーシップのもと，企業組織として事業展開することで，ようやく市場は十全に機能するよう

になる。このように企業家機能を企業および企業組織と一体化して理解したのである。

シュンペーターとマーシャルの主張は，企業家によって展開される事業機会の発見および創造を

起点とする事業活動とどのように関連付けることができるのであろうか。まずは，池本が主張する

ように，市場の本質をどのように理解するかによって，立場は大きく異なるであろう。すなわち，

市場均衡あるいはその近辺を常態と見るか，それとも市場均衡からの離脱が常態なのかという視点

である。この２つの見解の違いによって，企業家の機能あるいは事業活動の本質は何かということ

の見方が分かれる。ただ，いずれの場合も，企業家による事業の選択および事業活動は静態的なも

のではなく，市場における自社の事業を動態化し，競争優位を構築する点についての異論はないで

あろう。

新たな市場や技術の出現による機会の発見を起点とする事業化は，均衡点近辺から遠く離れた地

点での事業創造と理解できる。機会の創造による事業化は，均衡点からさらに遠く離れた地点での

起業と理解できる。前者は客観的な事業機会が存在し，後者は企業家以外には知覚されない事業機

会であるから，後者が均衡点からより遠くの地点での事業と捉えられる。これらはいずれもシュン

ペーター的なイノベーションといえそうだが，正確にいえば，イノベーションというよりはインベ

ンション（発見；事業の発見・創造）に過ぎない。少なくともこの時点では，事業機会の誕生に過

ぎず，発見あるいは創造事項を再構成し，持続性を持った事業として制度化できなければ，それは

イノベーションとはいえないからである。他社の参入やその脅威あるいは代替可能な事業の企てな

どによって，競争圧力が生じることで均衡点に向けた動きが始まる。自社内でも，事業化に向けた

戦略および組織の再構成が必要となり，事業の制度化が進展するが，それは市場均衡に向けた圧力

図２．企業者行動の概念図

出所：池本（２００４），２４６―２４７頁掲載の図表１２―１，１２―２をもとに，筆者が若干の修正を行った。

�市場不均衡の発見
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�

�ビジネスプラン発案機能
（カーズナー）
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�企業者行動
（マーシャル）

	組織管理機能
（ペンローズ）
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（ナイト）
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と考えることができる。こうした外部環境と内部環境の変化をにらみ，競争環境に影響力を及ぼし

たり，自社の組織能力の向上と事業の精緻化を図ったりして，市場均衡に向けた動きを制御しよう

とする行為，それがマーシャル的な企業家行動なのである。

（４） 資本主義の進化と企業家行動

この節では，まずは事業構想の起点を事業機会の発見と創造に分けて整理し，議論を深めた。そ

して，経営戦略と企業家行動を原点に立ち返り，検討したうえで，事業構想と関連付けて考察した。

ただ，機会の発見と創造による新規事業の分類に基づく論考は中立的なものではなく，時代環境に

よって重要性や力点が異なるものと思われる。本稿は戦前期日本の代表的な企業を例に，企業家が

どのように事業を構想し，形成し，構築したかについて検討するものである。その際，戦前期から

現代に至る日本経済の各段階とそれぞれの特徴を比較検討することで，戦前期日本の時代環境を確

認し，企業家行動の背景あるいは影響について押さえることができるものと思われる。そのことを

踏まえたうえで，次節の事例研究につなげたい。

まずは，表３を参照されたい。１９世紀後半以降の資本主義の発展段階を，前期および後期産業資

本主義とポスト産業資本主義，それに今世紀のデジタル資本主義に分けて整理した。本稿の検討対

象は前期産業資本主義の主役である綿紡績（大阪紡績，大日本紡績）とそれに続く戦前期の後期産

業資本主義の電気化学（日本窒素），機械産業（日本産業）である。さらに，この時代背景と趣を

異にするサービス業（阪急電鉄）である。その後に続く，戦後の後期産業資本主義，ポスト産業資

本主義とデジタル資本主義の特徴についても，比較のため記してある。

産業資本主義は一般に需要に比して供給が過少なため，資本蓄積による大規模な生産工場の稼働

によって，生産コストを低下できれば，販売は比較的容易で大きな付加価値を生み出すことができ

る２３。この時代は工場において付加価値が創出され，その源泉は農村などから流入する大量廉価な

労働力２４である。いわゆるルイスの転換点２５に到達するまでは労働集約的な産業が主役となる。そ

して，この産業資本主義は，製糸業や綿紡績業などの軽工業に代表される前期と，鉄鋼，重工業，

機械，化学の各産業が牽引する後期にわけることができる。日本の後期産業資本主義の時代は，さ

表３．日本経済の変遷と特徴

前期産業資本主義 後期産業資本主義 ポスト産業資本主義 デジタル資本主義

中心的産業
日本の代表的産業

軽工業
製糸業
綿紡績業

重化学工業
鉄鋼・重工業
機械・化学

耐久消費財
家電・エレクトロニクス
自動車

サービス・情報
IT利用・関連製品
IT利用・関連サービス

特に重要な
ヒト資源
モノ資源
カネ資源
情報資源

生産技術者
資本財・原料
民間資本
生産技術

生産技術者
原料・エネルギー
国家・民間資本
生産技術

中等・高等教育人財
支援産業（部品部材）
銀行制度
製品技術

高等専門職教育人財
支援産業（アウトソーシング）
資本市場
ITインフラ

特徴
競争優位の源泉
外資参入
労務・人的資源管理の要諦
経営課題（何をどうすべきか）
利潤の源泉

比較優位の探索・構築
禁止
モラルハザード対策
Learn
標準化（キャッチアップ）

比較優位の獲得
禁止
ホールドアップ対策
Learn and Plan Do See
標準化（高品質）

比較優位の活用，競争優位の探索
許可しかし僅少
ホールドアップ対策
Plan Do See
差別化（製品）

競争優位の獲得
参入期待
企業家行動・高度専門人材活用
See Think Plan Do
差別化（事業）

出所：大塚・東郷・浜田編（２０１０）などを参考に筆者作成。
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らに重化学工業の黎明期の戦前と，これらの産業が日本を先進国に押し上げた戦後の高度経済成長

期にわけることができる。本稿の検討対象は，前期産業資本主義と後期産業主義の前半の時代とな

る２６。

明治初期の日本がそうであったように，前期産業資本主義を前にした国には，工業部門における

比較優位は存在しない。そうしたなか，比較優位産業となり得る分野を探索し，比較優位の構築に

つなげることが重要となる。民間資本を募り，資本蓄積を図ることが前提となるが，この段階で決

定的に重要なことは，当該産業の生産技術を身につけた生産技術者の存在である。それは，キャッ

チアップすべき目標となる，製品品質（quality），コスト（cost），納期（delivery）が明らかで，

それを達成するためのカギが生産技術だからである。事業機会の特定は比較的容易であるが，問題

はそれを事業化するために必要な経営資源を集約し，蓄積できるかどうかなのである。経営課題は，

顕在的ではあるものの，実現が困難な事業機会を具現化するため，他国に学び，いかにキャッチアッ

プし，標準化製品の量産につなげることができるかである。

戦前期の後期産業資本主義の時代も基本的には大きな違いはない。ただ，重化学工業が勃興し，

労働集約型から資本集約型に移行する点は大きく異なる。ここでも，資本蓄積が前提となり，生産

技術がカギを握り，優れた生産技術者の存在なしには，産業を興すことはできない。ただし，後期

産業資本主義に移行すると，企業家自身が生産技術を知悉していることが大きな力になる。それは，

資本集約型の設備産業においては，事業構想自体が，技術の選択，生産設備の導入，事業設計とよ

り一体化するからなのである。ここでも，事業機会は比較的明らかで，比較優位の獲得によって，

標準化製品をいかに供給できるかどうかが問われる。他方，この時代は，矛盾を抱えつつも，経済

発展によって，社会の安定が一定程度担保されるため，必需品のみならず，心を豊かにする製品や

サービスへの需要が芽生える時期でもある。企業家による事業機会の創造の余地が拡大するのであ

る。

３．戦前期の企業家行動

まずは，戦前期日本の主要産業について確認しよう２７。表４を参照されたい。これは１８７４年から

１９３９年までのそれぞれ約１０年間（１８７０年代は７年間，１９３０年代は９年間）の主要製造業の工業生産

平均額（当年価格）と工業全体に占める比率を記した表である。製糸業と綿紡績を中心とする繊維

産業が，戦前期を通じて，日本の工業の三分の一内外を占める主要産業であったことがわかる。次

いで，二桁台の化学，そして１９１０年代以降，機械が伸び，鉄鋼は１９３０年代に入り，ようやく二桁に

のせることができた。

製糸業は戦前期を通じて，日本の主要産業であり続けた。富岡製糸場の開業など，海外からの技

術導入のモデルケースとして紹介されるが，江戸時代からの在来技術が果たした役割も大きい２８。

海外の製糸機械も完成度はそれほど高くなく，生産技術の改良によって，小工場設置の器械製糸で

あっても，品質的には国際競争に耐え得るものとなった。さらに，原料費と労働コストを制御する

ことで，高い国際競争力を発揮した。このように見てくると，製糸業は日本を代表する産業ではあっ

たが，近代産業の代表とはいいがたい。他方，綿紡績は在来の技術と小規模の輸入機械では輸入糸

にまったく対抗できなかった。高度な生産技術が要求され，かつ規模の経済性の獲得が不可欠な日

本初の近代産業といってもよいであろう２９。ここではその代表として，大阪紡績と大日本紡績を取
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り上げる。

重化学工業では，１９０１年に操業を開始した官営八幡製鐵所に代表される鉄鋼を挙げることができ

る。しかし，さきに述べたように，日本の鉄鋼業は昭和の時代に入り，ようやく日本の工業に占め

る比率を二桁にのせた。鉄鋼業が日本の工業の牽引役になるのは戦後になってからである。そもそ

も，同製鐵所は官営であり，企業家行動とは結び付きにくいため，本稿の検討対象からは外すこと

にした。化学は，明治初期の家内工業的な製品から，１９００年代以降は資本集約的な産業へと進化し

た。電力開発によって競争力のある化学肥料の生産に成功し，新興財閥として存在感を高めた，ユ

ニークな企業家を取り上げる。日本窒素肥料の野口遵である。機械も，化学同様，ユニークな企業

家による創業であり，現代に連なる日本を代表する多くの会社設立に関わった日本産業の鮎川義介

について検討する。

最後は阪急電鉄の小林一三である。のちに述べるように，キャッチアップによる工業中心の時代

にもかかわらず，人々の生活に着目し，まったく新しい構想のもと，ビジネスを創造した企業家行

動について考察する。戦前期の時代背景と産業の発展段階を踏まえ，これらの事例研究を通じて，

企業家行動と事業構想について検討しよう。それぞれのケースで，なぜ，誰が，何を，どのように

して事業化に成功したのかを整理し，考察することとしたい。

（１） 大阪紡績３０（東洋紡の前身）：山辺丈夫

江戸時代，綿花の栽培は各地で奨励され，農家の内職として手紡績が行われていた。幕末から明

治初年度にかけて，輸入機械による紡績が始まり，１９７８年以降は政府による保護，育成政策もスタ

ートした。しかしながら，資本集約，近代産業の経営，そして生産技術のすべての面で能力不足は

否めなかった。幕末期の不平等条約によって関税自主権が放棄され，輸入税は従価換算で５％，明

治初期はインフレによってわずか２―２．５％に留まった３１。なお，輸入関税の世界的な標準は当時２

割であり，競争力の乏しいなか，さらに大きなハンディを負うこととなり，その結果，綿糸は外国

製品の独壇場となった。１９７４年から８０年にかけて繊維品の輸入は，全輸入の４割を超える水準で外

貨の大量流出につながり，国家的見地から輸入代替が急務となった。さらに，繊維産業を将来輸出

可能な産業に育成することは産業政策の根幹をなした。このように，日本における綿紡績の事業機

会は誰の目にも明らかであったが，問題は事業化が可能か，可能であれば，誰がどのようにすれば

実現できるかという点にあった。

上記環境下，近代的な紡績会社設立に動いたのが渋沢栄一であった。資本家からの出資を募ると

表４．主要製造業の工業生産平均額（当年価格）と工業全体に占める比率

単位１００万円 繊維 化学 鉄鋼 機械 合計

１８７４―８０
１８８１―９０
１８９１―１９００
１９０１―１０
１９１１―２０
１９２１―３０
１９３１―３９

５６．６ ２６％
１１２．０ ３２％
３４０．７ ４１％
５１１．０ ３２％
１，８４６．０ ３５％
３，４７３．５ ３６％
４，３１４．１ ２６％

４３．５ ２０％
４８．９ １４％
９１．７ １１％
１８２．３ １２％
５８０．２ １１％
１，０３７．７ １１％
２，５１３．０ １５％

１．９ １％
２．３ １％
４．５ １％
１９．６ １％
２７３．５ ５％
４４７．４ ５％
１，９２８．９ １２％

５．３ ２％
７．９ ２％
２２．１ ３％
８８．７ ６％
７３５．７ １４％
８７４．４ ９％
２，８２５．３ １７％

２２１．４
３５０．６
８２８．１
１，５７４．８
５，３２６．１
９，６５８．８
１６，５７４．３

出所：篠原（１９７２）。
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ともに，カギとなる生産技術の獲得については，よく知られるように，イギリス留学中の山辺丈夫

を説いて，機械工学と紡績技術を習得させ，帰国後，技師長として大阪紡績に入社させた（のちの

東洋紡社長）。大阪紡績創業のプロモーターが渋沢であったことは確かである。設立時の社長は資

本家の藤田伝三郎であった。当時は一般に会社内の技術者の地位は低かったし，山辺は技術の責任

者ではあるが，経営者とはいえなかった。しかしながら，産業資本主義の時代は工場が付加価値創

出の場であり，どのような生産体制を敷くかは製品戦略とも相まって，事業戦略そのものといって

よかった。そのため，大阪紡績の事業の主体（who）は山辺丈夫とする。のちに述べるように，大

日本紡績も同様に，菊池恭三を事業の主体と捉えることにする。

大阪紡績は設立初年度の１８８３年から利益を計上し，同年下期から株主配当を開始した（表５）。

それは，山辺丈夫によって推進された製品戦略と生産技術の賜物であった。製品戦略は生産が容易

な太糸に集中するというものであった。生産技術では，海外の先進機械と技術を導入するだけでな

く，日本市場に適合する新たな生産方式を開発した。蒸気機関による安定操業，労働力確保を可能

にする立地選定，昼夜二交代制などによる生産体制を確立する一方で，外国綿を利用し，混綿技術

を開発することによって，原料の低コスト化が可能となった。こうして外国糸と競争可能な品質と

コストを実現することができた。外国技術を翻訳し，試行錯誤を経て日本の実情に適応させ，事業

戦略として一貫した施策を実施できたからなのであった。

１８９０年代までに，同社をはじめとする日本の綿紡績各社は，一からのスタートながら競争力を持

続的に向上させることができた。さらに，１８９３年のボンベイ航路開設によるインド綿運賃の低減，

綿糸輸出税廃止（１８９４年），綿花輸入税廃止（１８９６年）によって，輸出競争力を高めることができ

た。１８９０年代の１０年間で，日本は繊維製品の輸出国へと変貌を遂げたのである。

山辺丈夫らが大阪紡績の設立によって目指したのは何であったのであろうか。それは，近代的な

紡績会社を作り，国内需要を満たすだけでなく，輸出拡大によって，世界的な事業に育てることで

あった。比較優位を探索し，獲得する過程だった。それは発展途上国日本が，産業革命に成功し，

前期産業資本主義を完成させる道筋であり，その中心が綿紡績業であり，その嚆矢が大阪紡績だっ

たのである。

表５．大阪紡績業績推移

単位：千円 売上高 利益金 従業員数 紡機（錘） 織機（台） 摘要

１８８３
１８８６

１９１３

５０．６ １１．１ ２８８ １０，５００ 大阪紡績設立開業，山辺技師長就任
５０６．１ １２０．２ １，０７３ ３１，３２０ 第２工場運転開始，電燈照明

２６，２４８．６ １，３１６．８ １０，６６４ １５０，１７６ ４，５３８ 工場拡張

出所：大津寄（１９９３），１９５頁。

１８８９

１９０９
１９０７
１９０６
１９００
１８９８
１８９５

１８９０

１８９４
１８９２

１，３７２．６

３，９７８．２

１２，３１１．９

２，５６５．６

１，８００．３
２，０４２．９

１０，０７０．７

３，３０５．０

１４，５３１．３

２，８２２．８

２９２．６
１５１．２
３１７．３

２３３．１

１０２．４

１，１０６．７

▲８３．６

３４５．９

７４６．８

８６９．１

４，４９４

２，０３２

２，７０９

７，５６２
８，４９７

３，３１７
４，４９７

１０，９５０

３，９６２

３，５５０

１３４，９７６

５６，４２４

６１，３２０

１１７，４５６

５６，４２４

１０２，６１６
５５，３４４

３０，０００
５５，５３６

６１，３２０

５７９

３３３

７００

５７９

２，９２０

５７９

４，１４６

３３３

２，９２８
金巾製織合併
初の赤字決算

白石紡績合併

山辺社長就任
山辺取締役就任

第３工場完成

分工場完成
第１，第２工場全焼
大阪織布買収

工場拡張
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（２） 大日本紡績３２（ユニチカの前身）：菊池恭三

１８８３年設立の大阪紡績の成功を受け，大阪周辺を中心に，紡績会社の設立ブームが起きた。１８８６

年からわずか３年で，日本の綿紡績の生産能力３３は４倍を超えるまでに急増し，大阪は「東洋のマ

ンチェスター」と称されるほどになった。平野紡績は１８８７年に，１８８９年には摂津紡績と尼崎紡績が

相次いで設立された。外形的な観察では，大阪紡績による事業機会の発見とそれに伴う事業化を受

け，これら３社は模倣による市場参入と思われるかもしれない。しかしながら，のちに議論するよ

うに，同じ綿紡績とはいえ，注力する商品群が異なり，標的市場は必ずしも同じではなかった。技

術的なハードルを乗り越え，客観的には存在するものの，事業化できていなかった事業機会を発見

し，事業化に成功した事例と考えられる。また，これら企業の事業化の主体を菊池恭三とする。技

術者として入社し，のちに３社合併の大日本紡績の社長に就く人物である。山辺同様，技術者では

あるものの，事業構想と事業化計画において，生産技術者の役割は決定的であり，企業家と見なす

ことができる。菊池を中心にこれら３社が紡績業において，どのように事業化に成功したのかを概

観し，企業家行動との関連から考察しよう。

菊池は工部大学校機械科（東京大学の前身）を卒業したのち，海軍省と大蔵省大阪造幣局を経て，

１８８７年に平野紡績に入社した。入社の条件が英国留学であり，マンチェスターテクニカルスクール

で学びながら，紡績工場で実習を受けた。１８８８年に帰国すると，支配人兼工務部長に就任し，平野

紡績を技術と経営の両面で主導する役割を果たすことになった。１８８９年設立の尼崎紡績でも，創業

に当たり，優秀な技術者の確保が喫緊の課題であった。ただ，当時日本人技術者は限られた存在で，

尼崎紡績の申し入れを，平野紡績が受ける形で，菊池は尼崎の技師長を兼務することになった。さ

らに，同じ年設立された摂津紡績でも，ほかに技術者がおらず，菊池は同社を含む３社の技術責任

者になった。

菊池は，その後，平野紡績を離れることになったが，尼崎紡績と摂津紡績では専門経営者として

両社の経営を担うことになる３４。摂津紡績は，高い生産性と優れた品質によって，太糸に特化し，

価格競争力を磨くことで朝鮮・中国市場を開拓し，輸出市場で高いシェアを獲得した。他方，尼崎

紡績は高級糸生産に力を入れ，新たな事業ドメインの開拓することで，摂津紡績とは同じ綿紡績で

も市場の棲み分けに成功した。

尼崎紡績の事業戦略の背景は以下の通りである。１８９０年代以降，国内で生産される綿糸は太糸が

中心であったが，外国から中糸や太糸の高級糸がさかんに輸入されるようになり，国内の綿紡績市

場に変化が生じた。同社は中細糸を主力製品にするとともに，織布についても高級な細手綿布など

高付加価値製品によって，外国製品に対抗する戦略であった。原綿を太糸用から米国産に切り替え，

最適な混綿法を発見するだけでなく，湿撚法（糸を水に濡らしてから紡ぐ）の考案によって世界レ

ベルの品質を実現した。このほかにも，瓦斯糸紡（ガスの炎で表面の毛羽を焼くことで，光沢の糸

を作る方法）や細手綿布の生産など，未開拓の分野への進出を図った。そして，両社は１９０７年に合

併し，大日本紡績となり，菊池は初代社長に就いた。その後，同社は中国大陸での現地生産，絹糸

紡績，毛糸紡績，さらには日本レイヨンを設立し，化学繊維部門への進出も果たすこととなる。

菊池恭三が経営者として辣腕を振るった尼崎紡績は，綿紡績業という意味では大阪紡績の追随者

に過ぎないかもしれない。しかしながら，これまでレビューしてきたように，高級糸と高級綿布の

市場が出現するといち早く参入するとともに，最大の障壁である技術的課題を解決することで，事

業を成功に導くことができた。菊池の企業家行動と市場参入戦略によって，事業機会を発見し，そ
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れを事業化につなげることができたのである。

（３） 日本窒素肥料３５（チッソの前身）：野口遵

２０世紀初頭，窒素肥料は，日本では人間を含む動物の糞尿，魚肥，大豆粕などであったが，世界

的にはチリ硝石が主流であった３６。その後，空気をもとに窒素肥料を生産する技術が複数開発され

ることになる。まずは，フランク＝カロー法と呼ばれる，電炉でカーバイドと空中の窒素を固定化

し，石灰窒素を生産する技術であり，１９０６年に工業化に成功した。ただ，石灰窒素は毒性が強く，

間接施肥しかできないため，硫安（硫酸アンモニウム）への変成が必要であった。１９１３年には，水

素と窒素から直接アンモニアを合成する，ハーバー＝ボッシュ法が開発され実用化に成功した。こ

の時期，複数のアンモニア合成方式が開発されている。後述のイタリアのカザレー法や東京工業試

験所の NEC法などである。世界の製法別窒素生産高を見ると，合成硫安がチリ硝石と肩を並べる

のが１９２５年でともに４３万トン，それが１９３０年には合成硫安が１０１万トンとチリ硝石の２倍を大きく

超える水準となる３７。２０世紀初めは技術開発によって化学肥料産業が生まれた画期となる時代だっ

た。

日本も例外ではなかった。複数の企業が化学肥料の生産に参入することになるが，そのさきがけ

となったのが，日本窒素肥料であり，事業創造を担ったのが野口遵であった。表６を参照されたい。

日本の硫安市場の変遷を示している。１９１４年までは，輸入品が圧倒的であったが，１９１５年から日本

窒素に代表される日本勢の生産が急増する。１９２０年代は，世界的に生産過剰となり，コスト競争力

の高い外国勢が優勢になるが，１９３０年代に入ると日本窒素による朝鮮半島での大規模生産と為替が

有利に働き，国内生産が急増することになる。以下では，野口の事業構想に注目しつつ，初期の同

社事業をレビューしよう。

野口は，１８９６年帝国大学電気工学科（東京大学の前身）を卒業した。技術者野口の技術的バック

ボーンは電気だった。卒業後，福島の郡山電燈やシーメンス・シュッケルトの日本支社などを経て，

友人らとともに，１９０２年にカーバイド（炭化カルシウム）の生産に成功し，三居沢カーバイド製造

所を設立した。１９０６年には曾木電気を設立し，発電事業に進出し，１９０８年には三居沢カーバイドと

合併し，日本窒素肥料となった。大阪紡績の山辺と大日本紡績の菊池も技術者出身でのちに経営者

となる。しかし，資本家絶対優位の時代背景もあるが，当初より企業家として経営に責任を負う立

場にはなかったし，本人にもそのような意識はなかった。しかし，野口は大学卒業直後から，起業

を見据えて準備し，曾木電気設立以降は，自ら出資もし，社長として経営の全責任を負うことにな

る。根っからの企業家といえるであろう。

先に述べたように，この時期は，化学肥料の技術革新の続いた時代である。日本窒素肥料は，１９０８

年にフランク＝カロ―法の特許を取得し，１９１４年にはカーバイドを原料に，余剰電力を用いて石灰

窒素，そして変成硫安を一貫生産することで，直接施肥可能な化学肥料の生産販売に成功した。１９２１

年には，水中の水素と空気中の窒素を高圧装置で直接合成させてアンモニアを生産するカザレー法

の導入を決断し，１９２３年に日本初の合成アンモニアの生産に成功した。この技術導入によって，外

国製硫安に対抗可能な大幅なコストダウンを実現するとともに，アンモニアを原料とするベンベル

グ人絹（キュプラ）の生産につなげることができた。後者の事業を担う旭ベンベルグ絹糸は，現在

の旭化成である。

１９２０年代は新たに参入した昭和肥料（昭和電工の前身）などの国産硫安と安価な外国製硫安との

企業家行動から見た戦前期日本の事業創造

35



間で，厳しい競争が繰り広げられる時代であった。野口の次の施策は，安価な電力開発を目指し，

価格競争力の高い硫安の生産と他の化学製品の開発によって，事業の多角化を図ることであった。

こうして当時日本の統治下にあった朝鮮半島に進出し，１９２６年に朝鮮窒素肥料を設立することにな

る。１９３６年の事業別収入を見ると，化学肥料が５割弱，人絹が四分の一弱，その他が油脂，薬品，

電気，火薬ほかであった。電力コストの高い日本国内では付加価値の高い人絹事業に注力し，電力

コストの安い朝鮮では化学肥料ほかに力をいれた，こうして，野口の事業は，新興コンツェルンの

一角を占める企業グループになったのである。

野口の起業動機に，自らの専門性を活かし，自己の事業意欲を満たすという自己顕示欲は認めら

れるであろう。その一方で，この時代の特徴でもある，近代産業の国産化に貢献しようという意志

も明確である。それは，専門の電気を利用しつつ，時代の最先端の電気化学工業を事業領域とした

こと，さらに晩年，全資産を化学・電源開発のための研究所設立のため寄付したことからも窺うこ

とができる。

事業は，これまで見てきたように，電源開発とカーバイド，変成硫安，合成硫安，人絹，安価な

電源開発と発展してきたが，経営史研究における通説は，戦略とは無縁でそのときどきの偶然が作

用したというものであった。これに真っ向から反論し，野口は当初から電気化学工業と電力業をセッ

表６．硫安市場の変遷

単位トン
日本窒素 朝鮮窒素

両社合計
シェア シェア シェア

１９１２
１９１３

１９３６

６０ ０％ ７，３１３ ８％ ８４，６００ ９２％
０ ０％ ７，４６３ ６％ １１１，５２５ ９４％

６３，０１７ ３９５，０００ ２９％ １，２７１，４０４ ８０％ ３１４，１３１ ２０％

出所：湯沢威ほか編（２００９），１２０―１２１頁より筆者作成。

１９１４

１９３５
１９３４
１９３３
１９３２
１９３１

１９１８

１９１５

１９１７
１９１６

７，５７９

９９，３７９

５４，４７１

２０，９４９

１７，１１９
２０，６９３

８５，３４０

１１３，８１４

５９，１１４

３４，５９９

２１９，０００

３０４，５００

２２１，７７８

３４４，０００

２４１，９６８

５１％

４０％

６％

４０％
３７％

４６％
３８％

３４％

４０％

３３％

９６４，２７２

６０３，６５６

１６，０５０

８０５，９６０

５２，８００

７１７，２６２
６８４，１１２

３７，３５０
４０，６８８

３１，８３８

７３％

８４％

８５％

７３％

８７％

７８％

８０％

６１％

８３％

１３％

１０８，２３３ １３％
１１８，７３５ １５％

１６０，９０１ １７％

２２４，１４８ ２７％

１５，１１３ ２２％

１０５，６３８ ８７％

１５，１１３ ２７％
７，１６３ １６％
１９，９５０ ３９％

２３８，５９８ ２０％

国内生産計 輸入計

１９１９

１９３０
１９２９
１９２８
１９２７
１９２６
１９２５
１９２４

１９２０

１９２３
１９２２
１９２１

１０９，２２４

６１，３９４

９６，９７３

６１，０８４
５５，９２０

５４，６１２
５１，３３１

１１０，２１２

８５，０８１
６８，７５６

５２，６８１

５２，９７７

１０８，５０６

１５％

５９％
２８％

３２％

１８％

３３％
２８％

２２％

２１％
２０％

２２％

１６％

８０，１００

１０８，７１３

１７７，９５０

３７１，２３５

１３１，１３８

９２，９６３

７８，９７５

２３４，０５５

１４８，５２２

２３６，６８６

９４，７６３

１０４，２１３

８８％

３３％

４４％
５７％

４５％

３９％

５５％

３９％

５０％

４２％

４２％

３８％

２５０，０１４

９３，０２３
１４５，７３０
１６８，３９７

７２，２２５

２０３，５４３

２８４，４８０
３８０，６５８
３０３，００６

１０１，２３２

２９６，０２７

１０，８９０

５５％
５８％
６７％

６２％

６１％
６１％

１２％

５８％
５０％
４３％
５６％

４５％
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トにしていたと主張したのが大塩であった３８。大塩は，他社との競争を制して，フランク＝カロー

法やカザレー法の使用権を取得できたのも，偶然の作用が大きいとの見方に対して，専門性を活か

した情報収集と分析によるもので，蓋然性の高い結果であったという。確かに，野口の歩みと同社

の沿革を丹念にたどると，偶然性では片づけることのできないストーリーが存在するし，事実を時

系列で整理することで，その証拠を見出すことができる。

野口の起業家としての足跡は，事業機会の創造によるものではなく，日本における事業機会を発

見し，それを核とする事業発展であったことは明らかである。しかし，発見するだけで自動的に事

業化できるわけではない。電源開発とアンモニアの合成技術の取得（how）によって実現したので

ある。当初需要をはるかにこえる電源を開発している点は，企業家行動におけるリスクテイクと見

なすことができる。また，先端技術の導入といっても，すぐには大量生産が可能になるわけではな

く，安定生産のためには生産体制と組織作りが不可欠である。さらには，安価な外国製品と国内の

コンペティターの参入によって，競争環境が均衡に向かうなか，朝鮮半島での電源開発に向けた巨

大投資と新規事業への参入によって，事業の拡大均衡に成功したのである。こうした野口の一連の

企業家行動もあって，電気化学事業が日本で花開いたのである。

（４） 日本産業３９（日産自動車などの前身）：鮎川義介

日本は，明治の終わりまでに，繊維産業を中心とする軽工業による産業革命を完成させ，１９１０年

代以降は，重化学工業による産業革命の時代に移行する（表４）。といっても，民生部門について

は戦後を俟たねばならない。八幡製鐵所の開業，造船，航空機など，軍需については，戦前におい

ても一定の発展を遂げた日本の機械産業であったが，民生部門については誕生間もない時期であっ

た。そうした機械産業の嚆矢となったのが，鮎川義介率いる日本産業であり，日本窒素同様，新興

コンツェルンの一角を占めることになる。鮎川の歩みと日本産業の事業形成と拡張の歴史を振り返

り，鮎川の企業家行動と事業構想について考えたい。

鮎川は，１９０３年，東京帝国大学機械工学科（東京大学の前身）を卒業した。日露戦争前の活況を

呈する時代であり，エンジニアとして財閥企業への就職の道は開かれていた。しかし，鮎川の選択

は，一職工として，芝浦製作所（東芝の前身）に入社することであった。エンジニアとしての知識

と経験を積み，事業分野を見定め，将来の起業につなげようとするものであった。芝浦製作所では，

１年目は仕上工，２年目は機械，鍛造，板金，組立，鋳物の各工程を経験することができた。また，

工業技術と工場管理の現場を知るため，東京周辺の７０―８０カ所で工場見学することで見聞を広める

ことができた。しかし，当時，最新の工業技術は日本にはなく，新興工業国であったアメリカで学

ぶことを決意する。そして，日本の機械工業の弱点が可鍛鋳鉄の製造技術にあると判断し，ニュー

ヨーク州バッファローの可鍛鋳鉄製造会社で見習工として採用され，製造現場の経験を積むことが

できた。１９０７年に帰国したのち，可鍛鋳鉄事業の日本での立ち上げを期し，支援を募り，１９１０年に

戸畑鋳物を設立する。社長は空席で，鮎川は専務取締役として，企業家としての道を歩み始めるこ

ととなる。

当初，可鍛鋳鉄事業は，日本ではまったくの新規事業で，市場開拓に手間取るが，第一次大戦を

経て，１９２０年代半ばには，輸入代替を果たすだけでなく，鉄管継手製品を中心にアジアのみならず，

欧米市場に輸出するまでになった。可鍛鋳鉄の技術によって，自動車にとっても最も重要なエンジ

ン部品を内製化することができるため，鮎川が次の標的としたのは自動車であった。自動車産業に
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よるデトロイトの活況は，鮎川の知悉するところであり，フォード（１９２５年）とジェネラルモータ

ース（GM：１９２７年）の日本でのノックダウン生産が始まったことも，自動車への進出を目指すきっ

かけとなった４０。戸畑鋳物は傘下に，特殊鋼，電装品，塗料などの自動車部品製造会社も収めたが，

直ちに米国勢に対抗するだけの技術力はなく，自動車部品を両社に供給することで技術力を磨こう

とした。そして１９３１年のダット自動車製造の株式取得を経て，１９３３年に自動車製造（翌年日産自動

車に改称）を設立することになる。トヨタや日産自動車に代表される日本の自動車産業が花開くの

は戦後となるが，このような経緯を経て，世界に冠たる産業となったのである４１。

鮎川は，技術者としての高等教育を受け，大学卒業後は機械エンジニアとしての知識に加え，生

産現場で職工として経験を積んだ。それは，野口と同じく，当初より起業を念頭においていたから

であった。機械工業の肝であり，日本が特に遅れている可鍛鋳鉄事業の国産化に焦点を当てた。そ

して，早くから自動車事業への進出を企て，関連部品の技術力向上と生産体制の確立に努めた。可

鍛鋳鉄事業は日本初であったが，欧米にはすでに存在しており，自動車事業も当然ながら，アメリ

カですでに隆盛を極めていた。鮎川の事業は，日本での事業機会を発見し，技術の蓄積に努めるこ

とで，事業創造につなげるというものであった。

（５） 阪急電鉄４２：小林一三

これまで，明治時代の軽工業の代表である綿紡績２社，大正から昭和初期の重化学工業の２社を

取り上げてきた。いずれも製造業である。本稿の最後に取り上げるのは，鉄道会社というべきか，

それとも宅地・都市開発業者（ディベロッパー）というべきか，箕面有馬電気軌道（阪急電鉄の前

身）の創業者である小林一三である。事業構想にせよ，企業者行動にせよ，戦前期には他に類を見

ない企業家といえる。戦後期と比較しても，小林ほど，大きな経営理念と事業構想を持って，合理

的精神をいかんなく発揮して，事業機会を自ら創った企業家は少ない。なお，小林は，鉄道事業お

よびそれに付随する宝塚歌劇と阪急百貨店のみならず，東宝その他の事業を手掛けた。本文でも紹

介するように，これら事業はすべて経営理念を拡張した形で展開されたものであるが，紙幅の制約

もあり，鉄道と宅地・都市開発を中心とする初期の事業化を中心に議論を進めることにしたい。

小林は，慶應義塾を卒業したのち，三井銀行に１４年間在籍する。しかし，もともと，小説執筆し，

郷里の新聞に寄稿し，連載されたり，慶應の機関誌の主筆を務めたり，あるいは芝居や寄席に通う

作家志望の青年であった。希望はかなわなかったが，その文才を活かした優れたコピーは，のちに

草創期の鉄道・開発事業において傑出したマーケティングツールとなる。３４歳になった小林は，三

井銀行退職後の１９０７年に，箕面有馬電気軌道の設立に関わることになる。小林は鉄道と開発の結合

によって，有望な事業になるとの青写真を持っていたが，当初，オーナー創業者になるまでの覚悟

はなかったようである。しかし，恩師から，支援の条件として，資金集めから起業，経営に至るま

での全責任を負うことを求められる。設立に当たっては，小林が経営の全権限を担う代わりに，事

業が不調の場合は他の発起人と創立委員は一切の責任と金銭的負担はないという契約を締結させら

れた。こうして小林は箕面有馬電気軌道の実質的なオーナー社長としての道を歩むことになったの

である。

図３を参照されたい。現在の阪急の路線図（京都方面を除く）と同経営地を示している。最初の

路線は梅田から石橋を経て，箕面と宝塚に至る，当時何もない農村地帯を経由して観光地を結ぶ路

線であった４３。鉄道は人が多く住む都市間を結ぶというのが当時の常識であり，常識に従えば住民
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の少ないところに鉄道を引いた遊覧用では利用者が少なく，事業としてペイしない。しかし，小林

は，そうした土地を安価に大量に購入し，住宅用として販売すれば，乗客を創造できると見たので

ある。その背景には，大阪の住環境が悪化し続ける一方で，人口の急増が始まり，特に都市部への

流入と中間所得層の増加を見込むことができ，良質な住宅地を都心から比較的近くに用意すれば，

需要を見込むことができると考えた。もちろん，初期投資が重く，固定費比率の高い，鉄道事業に

対して，不動産事業の収益を注入できるとの読みもあった。よく知られる池田室町住宅を皮切り

に，１００坪の土地に一軒家を建て，電灯設備も備えた近代的な住宅地を開発したのである。

時を置かず，住宅地から都心への乗客の流れを作るだけでなく，逆方向への乗客の流れを生み出

すために，沿線にレジャー施設を建設したり，関西学院などの学校を誘致したりした。宝塚歌劇の

創設は特に良く知られているが，これらは単なる乗客増に留まらず，阪急沿線に中間層を主体とす

る，西欧的な近代的市民社会を作ることにもなった。また，梅田のターミナル駅に阪急百貨店を作

り，ターミナルデパートの嚆矢となったのは，ターミナル駅の利用者の多さを前提に多売で切れば

薄利が可能で，それは多売につながるとの合理的な思考の産物であった。

小林の思考は，一般に鉄道事業ありきで，乗客創造のための宅地開発であったと紹介されること

が多い。しかし，鹿島（２０１８）は人口動向と都市人口急増を踏まえ，宅地開発事業を前提に鉄道事

図３．企業者行動の概念図

出所：加藤・大石（２０１４），５１頁。

梅田
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業を計画したとも考えられるという。レジャー施設の開業やターミナルデパートなども，鉄道事業

を単独として捉えるのではなく，宅地・都市開発の一環として理解するという，小林の合理的な思

考が一連の事業を生んだといえそうである。

小林による箕面有馬電気軌道から阪急に至る鉄道事業は，事業機会の発見によるものではなく，

自ら事業機会を創造したことによってもたらされたと考えることができる。イギリスでは田園都市

構想が発表され，実際に鉄道会社による宅地販売の例はあったようである。しかし，明治末の軽工

業から重化学工業による近代化に踏み出そうかという，発展途上国の日本においては，そうした発

想自体が皆無であった。そうしたなか，社会情勢を的確に見据え，合理的思考によって，開発型鉄

道事業を立ち上げたことは，事業機会の創造によるものであったと判断される。

次に小林の戦略思考である。乗客を創造するためのいくつかの施策についてはすでに述べた。こ

こではむしろ，その基礎をなすものは何であったのかを明確にしておきたい。それは，自由な市民

による近代的社会の実現であったと考えられる。この基本的な考え方から鉄道事業も，宅地・都市

開発も，そして宝塚歌劇のような芸術もレジャー施設も誕生したのである。小林の経営戦略の向か

う先は，乗客や住民を通した，自社のあるべき姿であった。近代市民社会の中核となる中間層が文

化的な生活を享受できる地域を沿線に作ることが自社の使命であり，存在意義であるとの明確な経

営理念から生まれた，ワンセットの事業だったのである。

４．むすびに

ここまで，事業創造における企業家の事業構想と企業家行動について考察してきた。筆者の問題

意識は，どのようにすれば，現代日本において事業創造を促進できるのかであった。まずは新規事

業が何を契機に生まれるかを，事業機会の発見を事業機会の創造の２つのケースごとに整理した。

そのうえで，経営戦略を階層的に理解するとともに，戦略思考の向かう先をコンペティターとする

のか，それとも顧客を通して自社組織のあるべき姿なのかということを明確にする必要があると述

べた。その後の検討から，事業創造は圧倒的に自ら（自組織）への問いかけであることも分かった。

そして，企業家行動は何かを考える際に，新たな事業の立ち上げはシュンペーター流の市場均衡の

破壊ではあるが，経営活動自体は，均衡に向かわざるを得ない環境変化のなか，それに抗いあるい

は道筋やスピードを制御する過程であると述べた。明治以降の１５０年間を４つの期に分け，それぞ

れの特徴を記述するとともに，本稿では産業資本主義前期と戦前期の産業資本主義の時代を扱い，

別稿にて準備している戦後から今日に至る時代の検討につなげるつもりであることを説明した。

第３節では，戦前期の５社と各社の経営者に焦点を当て，事業構想と企業家行動について検討し

た。表７を参照されたい。各社事業の契機，戦略領域と均衡点収束回避の方法，それと起業の背景，

主体，目的，方法をまとめた。産業資本主義時代の発展途上国にあっては当然であるが，事業機会

を発見し，それを事業化するために自社の能力構築を図るというは一般的である。大阪紡績，大日

本紡績，日本窒素肥料，日本産業はその好例である。もちろん，４人の経営者は企業家としての傑

出した知識と積極果敢な行動力によって，事業創造に成功した，他に類を見ない魅力的な人物であっ

た。しかし，突き詰めていえば，決して容易な課題ではないが，事業目標は比較的明らかで，問題

はそれをいかに実現するかにあった。

４人の企業家が比較優位産業の創出と日本の近代化への貢献という自社の存在意義と組織目的の
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下，事業創造に邁進した点は大戦略を体現した事業創造であったといえる。しかし，それは各産業

のリーダーとして共通であり，個別企業の独自性を明示する大戦略という点はそれほど強くなかっ

たように思われる。山辺と菊池は創業者ではないし，野口と鮎川は創業者ではあるが，白紙に絵を

描くごとく，事業機会を自ら創造したわけでもない。さらに，前期産業資本主義の性格の色濃い時

代性と４社が製造業であり，技術の漸進的蓄積が事業の性格を規定しやすい点も影響している。し

かしながら，少なくとも事業選択，全事業における配置，経営資源の配分という上位戦略を前提と

して新たな事業を創造し，事業構築に成功したことは疑い得ないことなのである。４社の起業と経

営は大戦略の一部と上位戦略によって導かれたものであった。

他方，阪急電鉄の事業機会は小林によって創造されたといってよい。事業の目的も，目指すべき

将来像も企業家によって生み出されたものであった。そして，そのような形で複数の事業を誕生さ

せるには，近代的市民社会実現といった高遠な理想を掲げることが欠かせない。組織の存在意義や

使命から演繹的に事業領域を拡張することなく，一貫性のある事業を設計することはできないから

である。

今日，ポスト産業資本主義を経て，デジタル資本主義ともいえる時代に入り，競争優位を築き持

続させることが，より難しい時代になっている。もしかすると単に難しいだけでなく，かつてとは

次元が異なる競争優位の構築方法が求められているのかもしれない。一般にデジタル化は模倣を容

易にする。こうした時代にあっては，製品やサービスの差別化ではなく，事業自体の差別化を図ら

なければならない。そして，そのためには，事業戦略レベルではなく，大戦略と上位戦略に立ち返

り，自社を見つめなおすことが求められるのである。

追記１

今年度をもって笠原伸一郎先生が退職されます。お疲れさまでした。そして，名誉教授ご就任，おめでとうございます。

表７．５社のまとめ

大阪紡績 大日本紡績 日本窒素肥料 日本産業 阪急電鉄

事業機会 発見理論 発見理論 発見理論 発見理論 創造理論

起業方法
（how）

整合性のある設備・
原料選定，生産体制，
製品戦略

生産性向上原料の選
定（太糸），湿撚法
（中糸）・瓦斯糸紡

電源開発とアン
モニアの合成技
術の取得

可鍛鋳鉄国産化，自
動車関連部品技術力
向上，生産体制確立

鉄道，住宅，都
市，文化の連結

出所：筆者作成。

均衡点収束
回避方法

主体（who）

起業の目的
（what）

起業の背景
（why）

戦略領域

比較優位の探索と綿
糸の輸入急増

対内（生産技術習得
と生産体制確立）

太糸生産による輸出

近代的紡績会社設立
による輸入代替

山辺丈夫

太糸，中糸・瓦斯糸
（高付加価値製品）

近代的紡績会社とし
て市場参入，競争力
強化

対内（コスト競争力
と差別化能力向上）

菊池恭三

大阪紡績の成功

野口遵

対内（技術の獲
得と利用）

硫安国産化

低コスト化と多
角化

事業意欲と近代
化への貢献

技術の確立

事業意欲と近代化へ
の貢献

鮎川義介

対内（技術能力向上）

自動車国産化

対内（事業構想）
対乗客・住民

小林一三

沿線環境の差別
化

都市部中間層の
増加

近代的市民社会
の実現
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先生に初めてお会いしたのは，２０年以上前の研究会の折だったかと記憶しています。毎月のように開催された研究会で

ご一緒し，その後，もうお一人の先生とともに，リーダーシップ研究に取り組み，ご一緒に学会報告をしたり，論文を執

筆したりしました。

その後，本学での非常勤講師としてお招き戴いたのも，先生によるものでした。その後，縁あって，本学にお世話にな

り，もう１０年になります。その後も，折あるごとに，お心遣い戴き，さまざまな機会を与えてくださいました。改めて厚

く御礼申し上げます。

先生のご研究はもちろんのこと，特に教育面で学生たちへのお心遣い，ご指導など，学ぶことが実に多くありました。

毎年の夏の東アジア研修旅行でご一緒していますが，学生たちに機会を与え成長を促す教育法，学生との近しい関係の作

り方など，憧れに近い感情を持ちました。

また，先生には，さまざまなところで，私の仕事や活動を評価してもらったように思います。国際ビジネス研究学会で

は私たち執行部の仕事を，先生は監事として監査下さいました。また，学会賞の審査，大学院担当などでの業績審査も先

生にご担当戴いたのではないかと思います。至らぬことが多いわけですが，暖かく見守り，長期的視点で評価して戴いた

ことと思います。感謝致しております。

研究者は退職されても一生研究者です。笠原先生におかれましては，引き続き，ご健康に留意され，いっそう研究に打

ち込んでください。最近は頻度が減りましたが，共通の研究会も続いています。これまで同様，折に触れてお会いできる

ことを楽しみにしています。ありがとうございました。

追記２

本稿は平成３０年度専修大学特別研究員（特例），科学研究費補助金基盤研究（B）（１６H０３６６０），同（１８H００８８３）による

研究成果の一部です。記して感謝の意を表します。

注

１ グーグルの創業者たちは，創業に当たって，何もせずに，知りたいことが目の前に現れる世界と作りたいと思ったそ

うである。今のところキイボードか発音による意思表示が必要でそうした段階には至っていないが，夢の実現を目指す

大きな事業構想であったといえる。

２ 企業者という訳語がかつてはアントレプレナー（entrepreneur）の学術用語としては一般的であったが，近年は企業

家に統一されるようになった。シュンペーターは英雄的な個人を措定しており，シュンペーターの議論において企業家

という訳語を使用することには一定の合理性がある。シュンペーターの主張が企業家に関する論述の主流となり，今に

至る。企業家は経済学的，経営者は経営学的用語であり，力点の違いはあるが，本稿では互換的に用いており，同義語

と解されたい。

３ Drucker with Maciariello（２００８）を参照した。

４ Alvarez and Barney（２００７）および Alvarez, Barney and Anderson（２０１３）を参照した。

５ グーグル，アマゾン，フェースブック，アップルの４社を指す。マイクロソフトを加え，GAFAMとする場合もある。

６ このほかの機会創造型事業としては，製品ではハイブリッドカー，デジタルカメラ，サービスではレンタルビデオ，

オーダーメイドパソコン，インターネット検索サービス，電子商取引，SNS，カーシェアリング，民泊サイトなどを挙

げることができる。

７ リスクと不確実性については，ナイト（２０１２）を参照した。

８ 事業機会の創造理論は企業家が内発的に事業を規定し創りあげる。ただ，その前段階に目を移すと，発見理論による

新たな技術や新たな市場の出現といった外的ショックが前提となる場合もある。外的ショックによって生まれる事業機

会は客観性が高く，発見理論ではその事業化に焦点を当てるのに対して，創造理論による事業機会は企業家の主観によっ

て再解釈されることでようやく「事業機会」となる点で，両者は好対照と考えられる。

９ ポーター（１９８５）を参照されたい。

１０ 大前（１９８４）を参照されたい。

１１ マキアヴェッリ（１９９８），クラウゼヴィッツ（１９６８）を参照されたい。

１２ 戦略経営学会編（２００９），３頁からの引用である。
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１３ 前掲，戦略経営学会編（２００９），４頁からの引用である。

１４ 例えば，網倉・新宅（２０１１），第１章を参照されたい。

１５ 戦略の階層性を意識することで，上位の大戦略と上位戦略，一般戦略としての事業戦略，事業戦略を支える下位戦略

（戦術）としての機能別戦略，さらに戦略を実行するための短期的な計画というように，戦略の全体像が明らかになる。

しかし，戦略という語の一般化にともない，上位の戦略，一般戦略，下位戦略，さらには戦術までもが同じ「戦略」と

いう言葉で表現されるようになった。上位戦略の重要性が相対的に薄れ，一般戦略が戦略の同義語になったり，場合に

よっては戦術の限定的性格が拡大解釈されたりするケースも多いのではないだろうか。

１６ 池本（２００４），池本（２０１７）を参照されたい。

１７ シュンペーター（１９９８）を参照されたい。

１８ 日本ではイノベーションに技術革新の訳語を充て，技術的な用語として新たな財貨の生産を想定しがちであるが，新

しい生産方法，新しい販売先の開拓，原料や半製品の新たな供給源獲得，新しい組織の実現もイノベーションである。

１９ Leibenstein（１９６８）を参照されたい。

２０ Boettke and Sautet（２０１３）を参照されたい。

２１ Penrose（１９８０）を参照されたい。

２２ ナイト（２０１２）を参照されたい。

２３ 経済学の分析は資本主義の原理原則をマクロに観察した結果であり，経営学徒にとっても学ぶべきことは多い。しか

し，個別の産業，企業，企業家について詳細に観察するならば，マクロには自動的に見える事象も，実際は事業に係わ

るあらゆる人々の努力と奮闘によるものであることがわかるのである。その意味で，経済学と経営学は補完し合うこと

で，われわれは社会現象に対する理解を深めることができる。

２４ ただし，一般に考えられているように，労働集約型産業といっても，低賃金がそのままに価格競争力に直結するわけ

ではない。当然であるが，労務費は生産性との対比における優位性がポイントとなる。また，生産性の決定要因は，労

働者の能力のみならず，労務管理を含む広義の生産技術となる。

２５ 工業化の過程で，農村の低付加価値部門から都市部の高付加価値工業へ労働力が移転するが，農業の余剰労働力が底

をつき，賃金の大きな上昇につながることをいう。アーサー・ルイスによる開発経済学の概念である。渡辺・佐々木編

（２００４），５４３―５４４頁を参照した。

２６ 表３のとおり，耐久消費財が中心的産業のポスト産業資本主義の時代は製品の差別化が利益の源泉であり，今世紀の

デジタル資本主義に移行すると事業自体の差別化によって競争優位につながるものと思われる。

２７ 戦前期の経済史および主要産業については，阿部・中村編著（２０１０），粕谷（２０１２），三輪（２０１２），石井・橋口編著

（２０１７），粕谷（２０１９）などを参照した。

２８ 製糸業の技術教育に関する研究として，例えば，Hashino（２０１２）などをあげることができる。

２９ 綿紡績の技術開発については，泉（１９７９）などを参照した。

３０ 大阪紡績および山辺丈夫に関する記述は，大津寄（１９９３），大野（２００５），宇田川編（２０１３）所収の山崎泰央「CASE

２ 紡績業の発展を支えた技術者企業家」，加藤・大石（２０１４）所収の加藤健太「Case１ 大阪紡績 会社を創るとい

うこと」，宮本・岡部・平野編著（２０１４）所収の平野恭平「第３章 近代産業経営の成立」などを参照した。

３１ 渡部（１９７８），奥（１９９０），奥（２０１１）を参照されたい。

３２ 大日本紡績および菊池恭三に関する記述は，藤本（２００１），山崎（２０１３）およびユニチカ『ユニチカ百年史 ニチボ

ー編』などを参照した。

３３ 紡績工場の生産能力は糸に仕上げる最終工程の精紡機の紡錘数によるのが一般的である。この間，日本の総錘数は，

６．５万錘から２７．７万錘に急拡大した。

３４ 菊池は両社で順調に昇進し，１９０１年に尼崎紡績社長，１９１５年に摂津紡績社長，そして両社合併の大日本紡績社長に１９１８

年にそれぞれ就任した（藤本，２００１）。

３５ 日本窒素肥料の野口遵に関する記述は，下谷（１９９４），大塩（２００３），宇田川（２０１０），宇田川・生島編（２０１１）所収

の山崎泰央「第８章 重化学工業の開拓」，宮本・岡部・平野（２０１４）所収の長廣利崇「第５章 重化学工業化と新興

財閥」，大塩（２０１８），橘川（２０１９）などを参照した。

３６ １９０５年の世界の窒素生産高は４５万トン弱であったが，うち３０万トン（６７％）がチリ硝石で，残りが副生硫安であった。
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湯沢ほか編（２００９）所収の鈴木恒夫「化学工業における開発競争と多角化戦略」を参照した。

３７ 前掲，湯沢ほか編（２００９）所収の鈴木論文の１１０頁を参照した。

３８ 大塩（２００３），大塩（１９８９）を参照した。

３９ 日本産業と鮎川義介に関する記述は，宇田川（２０１０），井口（２０１２），宮本・岡部・平野編著（２０１４）所収の長廣利崇

「第５章 重化学工業化と新興財閥」，橘川（２０１９）などを参照した。

４０ 湯沢ほか編（２００９）を参照した。

４１ 鮎川は，義弟の要請を受け，１９２８年に久原鉱業の社長に就任し，久原財閥の再建作業を進める。その後の日立製作所，

日本鉱業，日本化学工業，日本水産などであり，日産コンツェルンを形成する。また，１９３７年には，同コンツェルンの

本社日本産業を満州国に移転し，満州重工業開発に改称する。鮎川の同社への米国資本の導入に関する構想は不調に終

わり，終戦を迎えることになる（井口，２０１２）。

４２ 阪急電鉄と小林一三に関する記述は，宮本・岡部・平野編著（２０１４）所収の赤坂義浩「第８章 都市型ビジネスの成

立」，宇田川・生島編（２０１１）所収の濱田信夫「第６章 「都市型」産業の誕生」，加藤・大石（２０１３）所収の大石直樹

「Case３ 阪急 大きくなっていく事業」，橘川（２０１９），鹿島（２０１８），および阪急電鉄の創業者紹介ウェッブサイト（https :

//www.hankyu.co.jp/cont/ichizo/column1.html#001）などを参照した。

４３ 宝塚から有馬温泉に伸延する予定であったが，中止となり，宝塚止まりとなった。
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